
※地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー分）を活用

●目 的 本年４月１日からすべての自転車利用者に対して乗車中のヘルメット着
用が努力義務化されたことを踏まえ、ヘルメットの早期普及を促すきっ
かけ作りを目的とするもの。

●対 象 市内在住の方

●補 助 額 １人１回２,０００円
（ＳＧマーク等の安全基準を満たした３,０００円以上の新品の自転車
用ヘルメットを市内自転車販売店で購入した場合）

●申請期間 令和５年７月１日～令和６年３月３１日
（令和４年１２月２０日以降の購入分を対象）

●予 算 額 ２,０００万円 （２千円 × １０,０００件）

市民安全課

☎０４７－３66－7341
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福祉政策課 給付担当

☎090-1676-7005

●目 的 エネルギー・食料品価格等の物価高騰対策として、負担感が大きい
低所得世帯（市民税非課税世帯）に対し、負担の軽減が図れるよう、
給付金を支給するもの。

●対象予定 令和５年度 市民税非課税世帯

●支給金額 １世帯当たり３万円

●支給方法 現在調整中

●予 算 額 ２０億３，７２４万５千円
【内訳】〇事業費 １８億円（６万世帯×３万円）

〇事務費 ２億３，７２４万５千円

※地方創生臨時交付金（低所得世帯支援枠分）を活用



●目 的 エネルギー・食料品価格等の物価高騰対策として、市民税非課税世帯と
同程度の収入でありながら、「松戸市価格高騰重点支援給付金」の支援を
受けられない市民税均等割のみ課税世帯等に対しても市単独事業として給
付金を支給するもの。

●対象予定 令和５年度の市民税均等割のみ課税世帯または
令和５年１月以降の家計急変世帯（市民税非課税相当世帯）
※「松戸市価格高騰重点支援給付金」との重複受給は不可

●支給金額 １世帯当たり３万円

●支給方法 現在調整中

●予 算 額 ２億６，５１４万１千円
【内訳】〇事業費 ２億１，０００万円（７，０００世帯×３万円）

〇事務費 ５，５１４万１千円

福祉政策課 給付担当

☎090-1676-7005

※地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー分）を活用



※地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー分）を活用

●目 的 国は食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子育て世帯に対し、特別給付金を

支給することにより、その実情を踏まえた生活の支援を行うこととした。これに伴い、国の給付
金の対象から外れてしまう低所得の子育て世帯（市民税均等割のみ課税世帯）に対し、市独自に
給付を行う。

●対象児童 ①令和４年度子育て世帯生活応援特別給付金受給対象児童

②０歳から１８歳までの児童の養育者で、令和５年度市民税が均等割のみ課税

されている子育て世帯（国の給付金支給者及び生活保護受給世帯を除く）

●支給金額 児童１人当たり一律 ５万円

●支給方法 ①令和４年度子育て世帯生活応援特別給付金受給者（申請不要）

②令和５年度市民税均等割のみ課税世帯（１８歳未満児童の養育者）（要申請）

●支 給 日 令和５年９月（初回の振込予定）

●予 算 額 ４，８６５万円

【内訳】 〇事業費４，０００万円(対象児童８００人（※見込数）×支給額５万円)

〇事務費８６５万円

子育て支援課 児童給付担当室

☎ ０４７－３６６－３１２７

8



※地方創生臨時交付金（推奨事業メニュー分）を活用

●目 的 物価高騰の影響を踏まえ、習い事や体験活動などにかかる経費の負担を軽減し、将来

を担う子どもたちが豊かな成長につながる機会を得られるよう、０歳から高校生相当

年齢の子どもに対し一律に１万円の給付を行う。

小学校１年生から中学校３年生までについては千葉県の補助事業として、未就学児、

高校生相当年齢については市単独事業として支給。

●対象児童 ０歳から１８歳までの児童 約７万１千人（見込み）

●支給要件 所得制限なし

●支給金額 児童１人当たり一律 １万円

●支給方法 現在調整中

●予 算 額 ８億３５９万２千円

【内訳】 〇事業費：７億１千万円(対象者７万１千人（※見込数）×支給額１万円)

〇事務費：９，３５９万２千円

子育て支援課 児童給付担当室

☎ ０４７－３６６－３１２７

9



保育課 保育運営担当室

☎ ０４７－３６６－７３５１

●目 的 昨年の民間保育施設での不適切な保育の発生を受け、施設管理者等が必要な外部
研修を受講するための経費の一部を補助することで施設長等の資質を向上させる。

●内 容 施設管理者としての意識や必要な知識を高めるための外部研修を受講する費用の
一部を補助する。

●実施期間 令和５年７月から

●対象施設数 民間保育園５１施設、小規模保育施設１１８施設、

幼保連携型認定こども園８施設 合計１７７施設

●予 算 額 １２０万円

①保育園・幼保連携型認定こども園の施設長が受講する外部研修費 ７５万円

②小規模保育事業所の管理者、又は管理者候補が受講する外部研修費 ４５万円
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保育課 保育運営担当室

☎ ０４７－３６６－７３５１

●目 的 昨年の民間保育施設での不適切な保育の発生を受け、幼保連携型認定こども園の施
設長や保育教諭が幼稚園教諭免許状の取得できるように支援することで保育の質の
向上を図る。

●内 容 幼保連携型認定こども園の施設長や保育教諭が幼稚園教諭免許状を取得するための
受講料等の費用の一部を補助する。

●実施期間 令和５年７月から

●対象施設数 幼保連携型認定こども園８施設のみ

●予 算 額 ３２万５千円

①保育士資格及び幼稚園教諭第２種免許状を有する者が幼稚園教諭第１種免許状を
取得するもの（施設長対象分）７万５千円

②保育士資格を有する者が幼稚園教諭第２種免許状を取得する（保育教諭対象分）
２５万円

11



保育課

☎ ０４７－３６６－７３５１

●目 的 昨年の民間保育施設での不適切保育の発生を受け、市内保育施設（公立と民間）

の施設長の意識の向上や知識の習得を目的に、研修の充実を図る。

●内 容 当初１回の開催予定だった施設長研修を３回の開催に変更する。

テーマ「不適切保育を防ぐには」（当初予定分）①

「不適切な保育を防止する取り組みについて(仮)」（追加分）②

「虐待・不適切保育を防止するための園の対応について(仮) 」（追加分）③

●実施期間 ①令和５年６月、②同１０月、③令和６年２月 計３回

●対象施設数 公立保育所１７施設、民間保育園５１施設、小規模保育施設１１８施設、

幼保連携型認定こども園８施設 合計１９４施設

●予 算 額 １６万円
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保育課保育運営担当室

☎ ０４７－３６６－７３５１

●目 的 昨年の民間保育施設での不適切な保育の発生を受け、小規模保育施設のあり方検
討会を設置して、小規模保育施設の管理者の役割として備えるべき要件を検討し、
今後の保育施策に反映させる。

●内 容 小規模保育施設を運営する法人の関係者から意見を聴取し、管理者として備える
べき要件を施設の運営法人と共有する。

●実施期間 令和５年７月１日から令和５年１２月２８日まで
（同期間中に４回の検討会開催予定）

●予 算 額 構成員報償費 １０万２千円
構成員 ４人
社会福祉法人が運営する保育施設関係者 １人
小規模保育施設運営法人（社会福祉法人）管理者 １人
小規模保育施設運営法人（株式会社等）管理者 １人
市職員 １人
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②.介護施設等の支援
（介護保険課 ☎０４７－３６６－７３７０ ）

●目的 原油価格物価高騰に伴う介護サービス
等の提供に対する影響の低減を図る。

●内容 介護施設等における燃料費及び光熱費
経費の一部を助成

●対象 介護施設等

●補助額 １事業所上限１５万円
（居宅介護支援事業所等は上限２５万円）

●事業所数 ８９０事業所
（うち居宅介護支援事業所等 １５５事業所）

●対象期間 令和５年２月１日から
令和５年７月３１日まで

●予算額 １億４，９２５万円

①.障害施設等の支援
（障害福祉課 ☎０４７－３６６－７３４８ ）

●目的 原油価格物価高騰に伴う障害福祉サー
ビス等の提供に対する影響の低減を図る。

●内容 障害者施設等における燃料費及び光熱
費経費の一部を助成

●対象 障害施設等

●補助額 １事業所上限１５万円

●事業所数 ４０６事業所

●対象期間 令和５年２月１日から
令和５年７月３１日まで

●予算額 ６，１０１万５千円
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③.公衆浴場の支援
（予防衛生課 ☎０４７－
３６６－７４８３ ）

●目的 燃料価格高騰下におけ
る公衆浴場経営安定を
図る。

●対象 一般公衆浴場

●補助額 １施設当たり
上限５０万円

●該当浴場数 ４施設

●実施期間 令和５年度内

●予算額 １２０万円

⑤.交通事業者の支援
（交通政策課 ☎０４７－
３６６－７４３９）

●目的 エネルギー価格高騰に
伴う経費の一部を支援
することにより市内公
共交通の安定的な運行
を維持確保するため。

●対象 バス・タクシー・
地域鉄道事業者

●支援額 稼働車両１台当たり
バス１１万円、タクシー６万円、
地域鉄道１社４５０万円

●台数 ５８５台、鉄道１社

●実施期間 令和５年度内

●予算額 ４，７７５万円

④.ユニバーサルデザイン
タクシーの導入促進
（交通政策課 ☎０４７－
３６６－７４３９）

●目的 誰もが安心・安全で快
適に利用できる交通環
境の整備を推進するた
め。

●対象 タクシー事業者・
リース事業者

●補助額 １台当たり
上限４０万円

●台数 ６台

●実施期間 令和５年度内

●予算額 ２４０万円
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